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Japan-Cambodia Agreement on Economic  
and Technological Cooperation as “Quasi-reparation”:  




This article discusses the process of negotiation by which the Japanese government reached an agreement 
on economic and technological cooperation with the Cambodian government, in which both parties 
eventually decided to build an agricultural laboratory and medical center.  In order to strengthen its economy, 
Cambodia wished to obtain economic aid from Japan while surrendering its right to request reparation 
for the losses it incurred due to Japan’s invasion during World War II.  Japan appreciated the Cambodian 
goodwill, because establishing a friendly relationship would be meaningful in securing the Japanese return 
to post-World War II international society.  For Japan, moreover, the success of the negotiations with 
Cambodia would become the best reference case that could dissuade the South Vietnamese and Indonesian 
governments from claiming “exorbitant” reparation.  Yet, the amount of aid that the Cambodians initially 
expected reduced within a short period of time, as a result of inter-organizational politics within the 
Japanese government.
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であった［今川 2000: 36］。その後，1956年 11月 30日に，日本は 15億円の援助総額を通告，
さらに約 1年後の 1957年 11月 21日には，経済協力に関する交換公文を手交，これに基づき

















1) カンボジアが賠償放棄をした理由は詳らかではない。ただ，オン・チャン・ゴン（Oum Chheang Nguon）




理大使会談要旨　昭 31.12.15次官口述」昭和 31年 12月 15日，外務省記録「日本・カンボディア経済
技術協力協定関係一件」第 2巻，外務省外交史料館（以下，外史と記載）．































































































民 500～1,000人，同地方における鉱脈探査地域，及びプノンチー（Phnom Chi）地区に鉱業移民 1,000
人，カンポット（Kampot）よりコンポンソム（Kampon Sam）に至る海岸地区に漁民，労働者500～1,000
人，河川・沿岸航行用船舶の船員（人数未定）であった。吉岡大使発重光大臣宛「シハヌーク首相訪
日に関する件」昭和 30年 11月 26日発，外務省記録「日本・カンボディア友好条約関係一件」，外史．
9) 戦後初期に日本が構想した英領ボルネオへの移民計画と英国の根強い拒否感については都丸［2006: 
18–34, 53］が参考になる。
10) Australian Legation Saigon, Department of External Affairs, Inward Savingram 149, November 29, 1955. 
A1838 759/3/21 PART1 National Archives of Australia. なお，のちに日本ではカンボジアが 5万人の移民
を受け入れるという議論に膨れ上がった。詳細な過程は不明である。
11) Telegram No. 562 of November 30, 1955 from Phnom Penh to Foreign Office, FO371/117135, U.K. National 
Archives [UKNA].
12) 同上．








際に意見交換をすること，そして 1956年 1月中に，政府職員と民間人によって組織する第 1次
の調査団の派遣を行うとする方針案を纏めた。16）これによると調査団は，総合計画関係，道路
関係，建築関係（官庁，ホテル，学校），都市計画関係，水道関係の専門家を各 1名派遣する















首相），サム・サリー副首相ら計 10人に勲章を贈った。18）読売新聞は 12月 11日付「アジア移
民への第一歩」と題する社説で，「カンボジアは独立していらい，最初の外国との条約である





件」昭和 30年 12月 2日，外務省記録「日本・カンボディア経済技術協力協定関係一件」第 1巻，外史．
17) 在カンボジア日本国大使館ウェブサイト「日本・カンボジア友好条約」（2018年 11月 21日閲覧）．




















































実際，カンボジアは当時，中国に接近していた。シハヌークは 1956年 2月 13～21日，北京
を訪問した［Zhai 2000: 67］。さらにカンボジアは，同年 3月に使節団を送り，6月 21日には中










25) 外務省アジア局アジア経済協力室「カンボディア王国との経済協力について」昭和 31年 10月 8日，
外務省記録「日本・カンボディア経済技術協力協定関係一件」第 1巻，外史．
26) 同上．
27) Telegram from the Embassy in Cambodia to the Department of State, Phnom Penh, May 31, 1956, The 




























にも，冷淡であったのである。例えば，通産省企業局は 1956年 10月 9日付文書で「キリロム
28) 日本は北緯 17度線以南を支配したベトナム共和国をベトナムの正統政府と承認していたが，本稿では
便宜的に南ベトナムと称す。
29) 小長谷大使発重光大臣宛「対ヴェトナム賠償問題の件」昭和 31年 1月 7日発，外務省記録「日本ヴェ
トナム間賠償および借款協定関係」第 2巻，外史．

























課より 1名（厚生技官），日本海外協会連合会より 1名（理事官），東京都外務室より 1名（渡
航課長）の計 8名であった。35）






33) 外務省『昭和 32年外交青書』（2018年 2月 13日閲覧）．







































































































43) 「カンボディア政府に対する経済援助の件（案）」昭和 31年 11月 15日，外務省記録「日本・カンボディ
ア経済技術協力協定関係一件」第 2巻，外史．




























45) 「吉岡大使に与うる訓令（案）」昭和 31年 11月 17日，外務省記録「日本・カンボディア経済技術協力
協定関係一件」第 2巻，外史．
46) 「カンボジアに対する経済援助並びに移住実施のための試験研究機関の設置について」昭和 31年 11月
15日，外務省記録「日本・カンボディア経済技術協力協定関係一件」第 2巻，外史．
47) 外務省「吉岡大使に与うる訓令（案）」昭和 31年 11月 17日外務省記録「日本・カンボディア経済技
術協力協定関係一件」第 2巻，外史．
48) Developments in Cambodia 7th–14th December, 1956, Department of External Affairs, Inward Savingram 56, 




























49) 吉岡大使発重光外相宛「対カンボディア経済援助に関する件」昭和 31年 12月 3日，外務省記録「日
本・カンボディア経済技術協力協定関係一件」第 2巻，外史．
50) カンボディア首相発吉岡大使宛書簡，昭和 31年 12月 15日，外務省記録「日本・カンボディア経済技
術協力協定関係一件」第 2巻，外史．
51) 「カンボディア経済協力問題の経緯（その 2）―経済協力協定締結とその意義その他について」昭和
32年 10月 3日，外務省記録「日本・カンボディア経済技術協力協定関係一件」第 2巻，外史．
52) カンボジアとタイは第二次世界大戦後，プレアビヒアの寺院の帰属をめぐり関係を悪化させた。カン









































































渡 1989: 211–267; 李 1993: 186–239; 黒崎 2000: 94–130］。




































































































71) 吉岡大使発藤山外相宛「カンボディアに対する経済協力に関する件」昭和 33年 2月 18日発，外務省
記録「日本・カンボディア経済技術協力協定関係一件」第 3巻，外史．
72) 同上．
73) 吉岡大使発藤山外相宛，第 21号「カンボディアに対する経済協力の件」昭和 33年 2月 21日発，外務
省記録「日本・カンボディア経済技術協力協定関係一件」第 3巻，外史．
74) 「カンボディアに対する経済技術援助協定の件」昭和 33年 8月 1日外務省記録「日本・カンボディア
経済技術協力協定関係一件」第 3巻，外史．
























































































































































A1838 759/3/21 PART1 National Archives of Australia.
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